
 
 

アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～（抜粋） 

（平成 22 年 12 月 28 日閣議決定） 

 

 

３ ２以外の事務・権限については、１の体制が整うまでの間にあっても、地方自治

体の意見・要望を踏まえ、事務・権限の移譲を積極的に行う。 

 

（１）一の都道府県内でおおむね完結する事務・権限については都道府県に移譲する。

そのうち、速やかに着手するものについて、関係府省が行った自らが所管する出

先機関の事務・権限仕分け（以下「自己仕分け」という。）において全国一律・

一斉に地方自治体に移譲するものとされたもの（「自己仕分け」結果において「Ａ

－ａ」とされたもの）を参考にして、移譲に向けた取り組みを実施する項目及び

その実施に向けた工程を地方と協議した上で平成 23 年６月末までに整理する。 

 

（２）複数の都道府県にまたがる事務・権限を含めて、個々の地方自治体の発意に応

じ選択的に移譲する事務・権限及び個々の地方自治体の発意による選択的実施を

認め、その試行状況を踏まえて移譲の可否について判断する事務・権限（「自己

仕分け」結果において「Ａ－ｂ」又は「Ｂ」とされたもの等）については、構造

改革特区制度等の活用などにより選択的・試行的に移譲を進めることとし、これ

らの移譲を円滑に進めるため、地方自治体からの相談窓口を設ける等所要の体制

の整備等を行う。 

 

（３）（１）及び（２）を円滑かつ速やかに実施するための仕組みを地域主権戦略会

議の下に設ける。 

 

参考資料１ 




